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様式例（法第 31条第３項第５号関係） 

○ 財産目録 

 

2022年度 財産目録 

 

  2023年 3月 31日現在 

 

 特定非営利活動法人 消費者ネット広島 
科 目 ・ 摘 要 金  額 （単位：円） 

Ⅰ 資産の部 

 １ 流動資産 

    現金預金 

     現金（現金手許有高） 

     振替貯金（ゆうちょ銀行） 

     普通預金（広島銀行県庁支店） 

     普通貯金（ゆうちょ銀行） 

    未収収益(広島県受託事業未収金) 

      

 

 

12,562,537 

42,103 

110,586 

5,851,831 

6,558,017 

2,223,140 

 

  

流動資産合計  14,785,677  

 ２ 固定資産 

    車両   

    備品   

    敷金  

 

0 

0 

0 

 

 

 

 

 

 

固定資産合計  0  

資産合計   14,785,677 

    

Ⅱ 負債の部 

 １ 流動負債 

    短期借入金 

    預り金 

    未払法人税等 

 

 

0 

5,000 

71,000 

  

流動負債合計  76,000  

 ２ 固定負債 

    長期借入金 

 

0 
  

固定負債合計  0  

負債合計   76,000 

正味財産   14,709,677 

注１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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様式例（法第３１条第３項第５号関係） 

○ 貸借対照表（勘定式） 

 

2022年度 貸借対照表 

 

2023年 3月 31日現在 

 

特定非営利活動法人 消費者ネット広島 
科 目 金 額 （単位：円） 科 目 金 額 （単位：円） 

Ⅰ 資産の部   Ⅱ 負債の部   

 １ 流動資産    １ 流動負債   

   現金 

   普通預金 

   振替貯金 

   未収収益 

42,103 

12,409,848 

110,586 

2,223,140 

 

 

 

 

   短期借入金 

  未払法人税等 

   預り金 

0 

71,000 

5,000 

 

流動負債合計  76,000 

流動資産合計  14,785,677  ２ 固定負債   

 ２ 固定資産 

   車両 

   什器 

   備品 

   敷金 

 

0 

0 

0 

0 

 

 

 

 

   長期借入金 

    

    

0 

 

 

 

固定負債合計  0 

負債合計  76,000 

Ⅲ 正味財産の部   

固定資産合計  0 前期繰越正味財産 13,940,429  

 

 

 

 

資産合計 

 

 

 

 

 

14,785,677 

当期正味財産 

増加額（減少額） 

 

769,248 
 

正味財産合計  14,709,677 

負債及び正味財産 

合計 
 

 

14,785,677 

 
 
注１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。 

 ２ 前事業年度の末日現在における資産，負債及び財産を記載すること。 

 ３ 法第 28条第１項各号に規定する財産上の利益については、区分して計上すること。 
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様式例（法第 31条第３項第５号関係） 

○ 貸借対照表（報告式） 

 

2022年度 貸借対照表 

 

2023年 3月 31日現在 

 

特定非営利活動法人 消費者ネット広島 

科  目 金  額 （単位：円） 

Ⅰ 資産の部 

 １ 流動資産 

    現金 

    普通預金 

    振替貯金 

    未収収益 

 

 

42,103 

12,409,848 

110,586 

2,223,140 

  

     流動資産合計  14,785,677  

 ２ 固定資産 

    車両 

    什器 

    備品 

    敷金 

 

0 

0 

0 

0 

  

     固定資産合計  0  

     資産合計   14,785,677 

Ⅱ 負債の部 

 １ 流動負債 

    短期借入金 

    未払法人税等 

    預り金 

 

 

0 

71,000 

5,000 

  

     流動負債合計 

 ２ 固定負債 

    長期借入金     

 

 

0 

76,000 

 

 

 

     固定負債合計  0  

     負債合計   76,000 

Ⅲ 正味財産の部 

  前期繰越正味財産 

  当期正味財産増加額（減少額） 

 

 

13,940,429 

769,248 

 

 

 

     正味財産合計   14,709,677 

     負債及び正味財産合計   14,785,677 

 
注１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。 

 ２ 前事業年度の末日現在における資産，負債及び財産を記録する。 

 ３ 法第 28条第１項各号に規定する財産上の利益については、区分して計上すること。 
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様式例（法第 31条第３項第５号関係） 

○収支計算書 

 

2022年度 収支計算書 

 

  2022年 4月 1日から 2023年 3月 31日まで 

 

特定非営利活動法人 消費者ネット広島 

科  目 
金 額  

（単位：円） 

  

Ⅰ 経常収入の部 

 １ 入会金・会費収入 

    正会費収入（2,000円☓165名分） 

         （5,000円☓9団体分） 

    賛助会費収入（1,000円×44人分） 

                    （3,000円☓8団体分） 

 

 

330,000 

45,000 

44,000 

24,000 

 

 

 

 

 

443,000 

 

 ２ 事業収入 

    差止請求関係業務 

    消費者利益擁護業務 

     調査支援事業 

     提言事業 

     啓発事業 

     出版・広報事業 

     ネットワーク事業 

    その他の業務 

 

0 

 

2,055,140 

0 

0 

333,000 

0 

0 

 

0 

 

 

 

 

 

2,388,140 

0 

 

 ３ その他収入 

    寄付（10団体、個人 28名分） 

    受取助成金 

        雑収入 

 

1,278,709 

250,000 

0 

 

 

 

1,528,709 

 

   経常収入合計   4,359,849 

Ⅱ 経常支出の部 

 １ 事業費 

    差止請求事業 

          会議費 

          旅費交通費 

     通信運搬費 

    調査支援事業 

     諸謝金 

     印刷製本費 

     会議費 

     旅費交通費 

          通信運搬費 

     消耗品費 

 

 

 

0 

5,850 

10,244 

 

970,000 

117,445 

119,735 

194,600 

224,808 

60,111 

 

 

 

 

 

16,094 
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     地代家賃 

     賃借料 

     雑費 

    提言事業 

    啓発事業 

          会議費 

     旅費交通費 

     通信運搬費 

        出版・広報事業 

     諸謝金 

     印刷製本費 

     通信運搬費 

          雑費 

    ネットワーク事業 

    その他の業務 

410,844 

114,124 

7,599 

0 

 

2,350 

5,220 

520 

 

314,400 

15,108 

67,180 

660 

0 

0 

 

 

2,219,266 

0 

8,090 

 

 

 

397,348 

 

0 

0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,640,798 

 ２ 管理費 

    福利厚生費 

    印刷製本費 

    会議費 

    旅費交通費 

    通信運搬費 

    消耗品費 

    地代家賃 

    賃借料 

    諸会費 

    租税公課 

    雑費 

 

5,755 

44,000 

59,500 

0 

176,612 

53,735 

367,270 

102,020 

39,000 

0 

31,019 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

878,911 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

878,911 

   経常支出合計   3,519,709 

  経常収支差額   840,140 

Ⅲ その他の資金収入の部 

 １ 財産運用収入 

    預金利息 

 

 

108 

 

 

108 

 

 ２ その他の事業会計から繰入  0               

   その他資金収入合計   108 

Ⅳ その他資金支出の部    

 １ 法人税、住民税等 

    法人県民税、法人市民税 

 

71,000 

 

71,000 

 

   その他資金支出合計   71,000 

  当期収支差額   769,248 

  前期繰越収支差額   13,940,429 

  次期繰越収支差額   14,709,677 

（正味財産増減の部）    

Ⅴ 正味財産減少の部    
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 １ 資産増加額 774,248   

 ２ 負債増加額 5,000   

     増加額合計  769,248  

   当期正味財産増加額（増加額）   769,248 

   前期繰越正味財産額   13,940,429 

   当期正味財産合計   14,709,677 

注１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。 

２ 「事業費」とは，法人の事業の実施のために直接要する支出で，管理費以外のものをいい，

会計処理上は，事業の種類ごとに区分して記載すること。事業費の例としては，「○○事業費」

（注：当該事業の実施のために直接要する人件費・交通費等の費用が含まれる。）等が挙げら

れる。 

３ 収支計算書は，法第 29 条第２項に規定するところにしたがい，「差止請求関係業務」，「不

特定かつ多数の消費者の利益の擁護を図るための活動に係る業務」，「その他の業務」につい

て，事業毎に区分してその収支が明確になるように作成すること。また，法第 28条第１項各

号に掲げる財産上の利益については，その収入及び支出の状況を明瞭に記載すること。 

 

 



1. 重要な会計方針
　財務諸表の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年７月20日　2017年12月12日最終改正
ＮＰＯ法人会計基準協議会）によっています。

(1).消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込み方式によっています。

2. 事業別損益の状況

[税込]（単位：円）

調査支援事業

Ⅰ　経常収益

　1.　財産運用収入 0 108 108
　2.　会費・寄付収入 0 1,721,709 1,721,709
　3.　受取助成金 250,000 250,000 250,000
　4.　受取補助金 0 0
　5.　事業収益 2,055,140 0 333,000 2,388,140 2,388,140
　6.　その他収益 0 0 0
収入合計 250,000 2,055,140 0 0 333,000 0 2,638,140 1,721,817 4,359,957
Ⅱ　経常費用

　1.　人件費

　　福利厚生費 5,755 5,755
人件費計 0 0 0 0 0 5,755 5,755

　2.　その他経費

　訴訟費用 0 0 0 0
  諸　謝　金 970,000 0 314,400 1,284,400 0 1,284,400
  印刷製本費 117,445 0 15,108 132,553 44,000 176,553
  会　議　費 119,735 2,350 0 122,085 59,500 181,585
  旅費交通費 5,850 194,600 5,220 0 205,670 0 205,670
  通信運搬費 10,244 224,808 520 67,180 0 302,752 176,612 479,364
　消耗品費 60,111 0 60,111 53,735 113,846
　地代家賃 410,844 410,844 367,270 778,114
　賃借料 114,124 114,124 102,020 216,144
　諸会費 0 0 39,000 39,000
　租税公課 0 0 0 0
  雑　　　費 7,599 660 0 8,259 31,019 39,278
    その他経費計 16,094 2,219,266 0 8,090 397,348 0 2,640,798 873,156 3,513,954
      経常費合計 16,094 2,219,266 0 8,090 397,348 0 2,640,798 878,911 3,519,709
税引前当期正味財産増減額 (2,658) 842,906 840,248

【事業費と管理費の按分方法】
人件費、通信運搬費、消耗品費、地代家賃、賃借料のうち、
区分が困難なものについて、事業費(調査支援事業)と管理費を52.8：47.2で按分しています。 ※

2022年度　財務諸表の注記
特定非営利活動法人　消費者ネット広島 ２０２３年３月３１日現在

科目
差止請求関

係業務

不特定多数かつ多数の消費者の利益の擁護を図るための活動に係る業務

事業費小計 管理部門計 合計
提言事業 啓発事業

出版・広
報事業

ネット
ワーク事

業

消費生活相談
技術高度化研
修及び相談事
例検索コンテン
ツ監修業務
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様式例（法第３１条第３項第５号関係） 

○事業報告書 

2022 年度の事業報告書（2022 年 4 月 1 日から 2023 年 3 月 31 日まで） 
 

特定非営利活動法人 消費者ネット広島 
１ 事業の実施に関する事項 

（１）差止請求関係業務 

業務名 

(定款に記載した業

務) 

業務内容の詳細 
当該業務の 

実施日時 

当該業務の 

実施場所 

従業者の 

人数 

収支計算書の 

支出額 

（単位：千円） 

 

⑦差止請求関係業務 

株式会社ウェディングボックス(成人式着物レンタル)に 

質問書送付 

高校生を対象にした成人式着物レンタルの契約で、実際に 

使用する 2年前の「前前撮り」を基準に解約料を設定して 

おり、成人式間近の解約と基準日が一緒なのは不合理であ 

り、「前前撮り」の前に解約することで、どんな損害が生 

じるのか質問書を送付。 

4/22 事務所 
12(事務局１名、

検討委員 11名) 

       

       

10 

 

⑦差止請求関係業務 

株式会社ゼクシス(スポーツジム)に 41条書面送付 

退会の手続きが、ジムに直接出向き本人または代理人の 

意思確認をする方法のみに限定する規定は、消費者の権利 

を制限し、または義務を加重する契約条項であり、消費者 

契約法第 10 条に違反するものではないかと、昨年来より 

問合せ・申入れを行ってきた。やむを得ない事情があると 

判断した場合は、個別例外的に柔軟な運用を行っていくと 

言うのであれば、その内容を明文化して、現在の規程を使用用

8/8 事務所 
12(事務局１名、

検討委員 11名) 
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するべきではないとして、消費者契約法第 41 条第 1 項らに基

づく請求書面を送付。 

 

⑦差止請求関係業務 

株式会社ゼクシス(スポーツジム)に終了通知送付。 

本人または代理人が来所することが困難な場合の対応として、

会則第 13条(退会)で「郵送手続により退会の届出ができきる

との改訂をすると、柔軟な対応へ一定改善が図られ 

たことを評価し、終了通知を送付。 

9/15 事務所 
12(事務局１名、

検討委員 11名) 

 

⑦差止請求関係業務 

株式会社ウェディングボックス(成人式着物レンタル)に 

申入書送付 

「前前撮り」に必要な着物や帯の準備、ヘアセットなど 

美容室へのキャンセル料が発生するので、その費用等が 

損害であり、過去の和解事例からも合理性があるとの回答 

を受け、成人式直前の解約であれば一定キャンセル料を 

支払うことは理解できるが、「前前撮り」の 178日前から 

30日前でも、契約額全体の 30％の解約料は理解困難。 

過去の和解事例も結婚式や成人式利用日を基準としたもの 

で、今回とは異なる。消費者契約法第 9条第 1号に反し無効で

あると改訂を申入れ。 

9/15 事務所 
12(事務局１名、

検討委員 11名) 

 

⑦差止請求関係業務 

株式会社チキンジム(パーソナルジム)に申入書送付 

契約時に渡される確認書に記載の「料金のお支払いは前受 

け制となり、一度購入いただいたコース料金、入会金に関 

しまして、ご購入後の返金はできないことに同意します」 

という項目は、消費者契約法に反し無効であることと、HPのの

料金表示はコース料金の月額料金ではなく信販会社利用時の

分割払い 1回分の金額で、消費者に分かりにくい表示であり、

当該表示は景品表示法第 5条第 2号に該当していることから是

正を求める旨の申入れを行った。 

10/20 事務所 
12(事務局１名、

検討委員 11名) 
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⑦差止請求関係業務 

株式会社ウェディングボックス(成人式着物レンタル)に 

回答書送付 

基準日と規程の改訂を検討しているので猶予が欲しいとの回

答を受け、回答期日の目処と、レンタルの種類ごとの損害 

の差異について、説明を求める回答書を送付。 

11/28 事務所 
12(事務局１名、

検討委員 11名) 

 

⑦差止請求関係業務 

 

株式会社ゼクシス(スポーツジム)に通知書送付 

HPに掲載している会則が従前の規程のままであるため、 

改訂後の会則を紙媒体で送付いただくとともに、HPを早急に 

に更新し、改訂後の会則を掲載するよう通知書を送付。 

後日、確認した。 

12/15 事務所 
12(事務局１名、

検討委員 11名) 

 

⑦差止請求関係業務 

 

株式会社チキンジム(パーソナルジム)にご連絡送付 

「原則返金できない」等の部分は削除し、特定の事由があ 

る場合は解約を認めることを記載する。また、未履行部分 

が返金対象であることを追記する。HPの記載については、 

打消し表示として、各料金表示の下部に、総額や金利を 

含めた詳細の金額開示・注釈を設けると 11/17付けで回答が

あった。後日、HP の変更は確認したが、改定後の資料請求

の通知書を送付。 

 

2/24 

 

事務所 
12(事務局１名、

検討委員 11名) 

 

⑦差止請求関係業務 

株式会社ウェディングボックス(成人式着物レンタル)に 

質問書送付 

事業者からの回答内容は、具体的な料金表やキャンセル規定の

の説明がなく、当社が主張するキャンセル料を請求することの

合理性の是非を判断できないため、具体的な事例や表などで 

確認するよう質問書を送付 

 

 

3/20 
事務所 

12(事務局１名、

検討委員 11名) 

 

 

⑦差止請求関係業務 

 

検討委員会（10回） 
4月～3月 事務所 

12(事務局１名、

検討委員 11名) 
6 



 17 

 

 

（２）差止請求関係業務以外の業務 

業務名 

(定款に記載した業

務) 

業務内容の詳細 
当該業務の 

実施日時 

当該業務の 

実施場所 

従業者の 

人数 

収支計算書の収

入及び支出額 

（単位：千円） 

①消費者問題の調

査・研究・救済・支援

の活動 

消費生活相談技術高度化研修(県委託事業) 

県内の消費生活相談員を対象にした座学と事例検討の研修 

4つのテーマを設定し各 3日間実施 ※最後のテーマだけ 

オンライン 1日のみで実施。 

今回のテーマ「相談対応技術あっせん手法」「ネット通 

販」「多重債務」「多様な契約形態」 

6/23,29,7/8 

8/24～26 

10/26～10/28 

12/15 

広島弁護士会館

及び広島 YMCA 
2(事務局 2名) 

 

収入：2,005 

支出：2,199 

①消費者問題の調

査・研究・救済・支援

の活動 

事例検討会(県委託事業) 

県内各市町の相談窓口から事例を持ち寄り、相談員同士で 

対応方法について検討、弁護士からも助言をもらう 

 

8/10 

11/25 

2/9 

 

広島県消費生活

課研修室 
1(事務局 1名) 上記に含む 

①消費者問題の調

査・研究・救済・支援

の活動 

消費生活相談事例検索コンテンツ監修業務(県委託事業) 

県のホームページ掲載の FAQの 7事例について、アドバ

イスや解説は法的に問題がないか、消費者から見て分かり

易いかを監修 

3/2 事務所 
16(事務局１名、

理事 15名) 

 

収入：  50 

  支出： 20 

   

②社会制度の改善へ

の提言事業 

 

生命保険協会意見交換会 

広島県生命保険協会と主な県内の消費生活センター及

び消費者団体との意見交換会。 

9/14 
日本生命広島支

社会議室 
1(事務局 1名) 

収入：   0 

  支出：  0 

②社会制度の改善へ

の提言事業 

消費者機構日本からの定期に賛同し、「公正な裁判を求め

る要請書」を賛同団体と連名で提出 
5/15   事務所 15(理事 15名) 

収入：   0 

  支出：  0 
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③各種消費者問題の

啓発に関する講演

会・講座・研究発表会

等の企画・運営事業 

総会記念講演会の開催 

総会記念講演として、中央大学教授 有賀敦紀先生を講師

に迎え、「だまされない消費者になるための心理学」と題

して記念講演を開催 

6/18 
広島弁護士会館 

2階会議室 

3(事務局１、理

事 2) 

収入：   0 

支出：  0 

③各種消費者問題の

啓発に関する講演

会・講座・研究発表会

等の企画・運営事業 

生協ひろしま東区委員会学習会に講師派遣 

 「最近の相談事例と消費生活センターについて」 

講師 広島市消費生活センター相談員 齋藤奈央子さん 
9/5 

広島市東区 二

葉公民館 

2(事務局１、相

談員 1) 

収入：   0 

支出：  0 

③各種消費者問題の

啓発に関する講演

会・講座・研究発表会

等の企画・運営事業 

安芸太田町見守りサポーター養成研修会に講師派遣 

「高齢者を悪質商法や契約トラブルから守りましよう」 

講師 広島県生活センター相談員 石原福子さん 

地域の民生委員、福祉関係者等、高齢者を見守る立場の方 

を対象とした学習会 

11/29 

安 芸 太 田 町 

川・森・文化・

交流センター 

3(事務局２、理

事 1) 

収入：   0   

支出：  8 

③各種消費者問題の

啓発に関する講演

会・講座・研究発表会

等の企画・運営事業 

生協ひろしま くらし委員会学習会に講師派遣 

「消費者トラブル学習会」 

 講師 広島市消費生活センター相談員 河内昌子さん 

12/21 
広島市西区 三

篠公民館 

2(事務局１、相

談員 1) 

収入：   0 

支出：  0 

④出版、広報、情報提

供事業 

 

消費者被害防止メルマガ配信 

隔週 1 回、計 26 回の配信及びウェブサイト上への注意

喚起掲載 

4/19～3/28 事務所 
2(事務局 2名< 

理事 3名) 

   収入： 333 

   支出： 361 

④出版、広報、情報 

提供事業 
ふくろうニュース№45及び№46の発行 7/28、1/20 事務所 2(事務局 2名) 

  収入：  0 

  支出： 36  

④出版、広報、情報提

供事業 

 

日本消費経済新聞に「年頭所感」寄稿 12/19 事務所 1(理事１名) 
  収入：  0 

  支出：  0 

⑤消費者団体・関係諸 広島県消費者問題研究会シンポジウム 6/26 県民文化センタ     収入： 0 
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機関とのネットワー

ク事業 

 

テーマ「考えよう! 大人になるとできること、気をつける

こと ～18 才から大人に～」 

基調講演「新成年のための消費者教育」 

講師 広島修道大学 柏木信一 先生 

ーサテライトキ

ャンパス 

 支出： 0 

⑤消費者団体・関係諸

機関とのネットワー

ク事業 

 

令和 4年 9月適格消費者団体連絡協議会 参加 

 プレ企画(3企画)と全体会 

事例報告と意見交換、活動交流 ※オンライン開催 

8/8 

8/18 

8/24 

9/3 

東京 
6(事務局１名、

理事 5名) 

  収入： 0 

  支出： 0 

⑤消費者団体・関係諸

機関とのネットワー

ク事業 

 

「特商法の抜本的改正を求める全国連絡会」に連名で参加 

 ※総会はオンラインで開催 
12/1 東京 1(事務局 1名) 

  収入： 0 

  支出： 0 

⑤消費者団体・関係諸

機関とのネットワー

ク事業 

 

令和 5年 3月適格消費者団体連絡協議会 参加 

プレ企画及び全体会による事例検討、意見交換、活動交

流 ※オンライン開催 

2/16 

2/25 

3/2 

3/11 

東京 
6(事務局１名、

理事 5名) 

  収入： 0 

  支出： 0 

⑤消費者団体・関係諸

機関とのネットワー

ク事業 

 

広島県消費者団体連絡協議会総会・幹事会 

 ※書面議決開催 
8/29 

広島県生協連 

事務所 
書面議決参加 

  収入： 0 

  支出： 0 

⑤消費者団体・関係諸

機関とのネットワー

ク事業 

 

2022消費者のつどい参加 ※ハイブリッド開催 

 県内 2団体からの活動報告と記念講演 

記念講演「だまされない消費者になるための心理学」 

 講師 中央大学教授 有賀 敦紀 先生 

11/7 

県民文化センタ

ーサテライトキ

ャンパス 

3(理事 2 名、事

務局 1名) 

  収入： 0 

  支出： 0 

注 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列 4 番とすること。 
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２ 翌事業年度の収支の見込みに関する事項 

（１）翌事業年度における収入の見込みとその算出根拠 

収入内容 
収入見込み 

（単位：千円） 
算出根拠 

団体個人正会員会費 

 

493 448千円（個人正会員 2000円☓224名） 

45千円（団体正会員 5000円☓9団体）  

団体個人賛助会員会費 

 

84 57千円（個人賛助会員 1000円☓57名） 

27千円（団体賛助会員 3000円☓9団体） 

団体個人寄付金 

 

700 個人正会員寄付金  90千円 

団体正会員寄付金 560千円 

個人賛助会員寄付金 10千円 

団体賛助会員寄付金 40千円 

スマイル基金からの助成金 250 訴訟 1件 

広島県からの助成金 0 なし 

広島県からの委託事業 

 

2,482 消費生活相談技術高度化研修 2,052千円 

消費者被害防止メルマガ配信  330千円 

検索コンテンツ監修業務    100千円 

合計 4,009  

 

 

 

（２）翌事業年度における支出の見込みとその算出根拠 

支出内容 
支出見込み 

（単位：千円） 
算出根拠 

 

差止請求関係業務 

 

 

320 

 

訴訟費用  300千円 

通信運搬費  10千円 

旅費交通費 10千円 
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(差止請求関係業務以外の業務)   

調査支援事業 

  

広島県からの委託事業 

 

 

 

 

1,814 

 

 

〇消費生活相談技術高度化研修(1,415千円) 

諸謝金   1,000 千円 

印刷製本費  80千円 

会議費    120千円 

旅費交通費 170千円 

通信運搬費  35千円 

雑費     10千円 

〇検索コンテンツ監修事業( 20千円) 

諸謝金      20千円 

〇消費者被害防止メルマガ配信(379千円) 

諸謝金     333千円 

通信運搬費  46千円 

 

啓発事業 

 

56 

〇独自開催の見守り研修等の費用(56千円) 

講師謝金  20千円 

研修資料印刷製本 10千円 

会場費    3千円 

旅費交通費 10千円 

通信運搬費  3千円 

消耗品費   10千円 

 

印刷・広報事業 

 

 

80 

〇ふくろうニュース 4回発行(80千円) 

印刷製本費 40千円 

通信運搬費 40千円 

 

ネットワーク事業 

 

 

0 

〇連絡協議会参加(0千円) 

旅費交通費 0千円 
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事務所の家賃等 

 

 

806 

 

地代家賃(家賃) 600千円 

地代家賃(水道光熱費) 206千円 

 

家賃以外の管理費 

 

 

１,016 

 

福利厚生(労働保険料) 10千円 

賃借料 256千円 

会議費 80千円 

印刷製本費 50千円 

通信運搬費 431千円 

旅費交通費  3千円 

消耗品費  115千円 

諸会費  39千円 

雑費 32千円 

合計 4,092  

 

注１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列 4番とすること。 

２ 翌事業年度の収入及び支出の見込みについては，差止請求関係業務に関する業務計画書（法第 14 条第２項第３号）並びに差止請求関係業務以外の業

務を行う場合におけるその業務の種類及び概要を記載した書類（法第 14条第２項第 10号）を踏まえて記載すること。 

３ 収入には，会費，寄附金，差止請求関係業務以外の業務による収入，借入金等の収入の見込みとその算定根拠を具体的に記載すること。 

４ 支出には，役員又は専門委員の報酬，職員の賃金，弁護士報酬，事務所の賃料等の支出の見込みとその算定根拠を具体的に記載すること。 




